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平成23年11月10日に提出いたしました第33期第２四半期（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30

日）四半期報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため四半期報告

書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

 第一部 企業情報 

  第２ 事業の状況 

   ３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

     (1) 業績の状況 

  

  第４ 経理の状況 

   １ 四半期連結財務諸表 

    注記事項 

     セグメント情報等 

      セグメント情報 

  

訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

２ 【訂正事項】

３ 【訂正箇所】



  

  （訂正前） 

＜前略＞ 

セグメントの概況につきましては、ソリューションビジネスセグメントは流通システム事業グルー

プで収益が減少したものの、情報通信システム事業グループ、金融システム事業グループ及びエンタ

ープライズシステム事業グループにおいて収益が増加し、売上高は125,660百万円(前年同期比2.2％

増)、営業利益は9,639百万円(同29.5％増)となりました。サービスビジネスセグメントは保守・運用

サービス事業グループや連結子会社において収益が増加し、売上高は26,612百万円(同5.3％増)、営

業利益は6,352百万円(同12.5％増)となりました。 

 （注）上記セグメントの売上高及び営業利益には、当社グループ内取引において生じた金額を含んでおります。 

  

  （訂正後） 

＜前略＞ 

セグメントの概況につきましては、ソリューションビジネスセグメントは流通システム事業グルー

プで収益が減少したものの、情報通信システム事業グループ、金融システム事業グループ及びエンタ

ープライズシステム事業グループにおいて収益が増加し、売上高は125,659百万円(前年同期比2.2％

増)、営業利益は9,639百万円(同29.5％増)となりました。サービスビジネスセグメントは連結子会社

において収益が増加し、売上高は44,250百万円(同1.5％増)、営業利益は6,352百万円(同12.5％増)と

なりました。 

 （注）上記セグメントの売上高及び営業利益には、当社グループ内取引において生じた金額を含んでおります。 

第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

 ３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

   (1) 業績の状況



  

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  （訂正前） 

 
(注) １．セグメント利益の調整額△7,259百万円には、主に全社費用△8,084百万円、セグメント間取引消去747百万

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  （訂正後） 

 
(注) １．セグメント利益の調整額△7,259百万円には、主に全社費用△8,084百万円、セグメント間取引消去747百万

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

第４ 【経理の状況】

 １ 【四半期連結財務諸表】

 【注記事項】

 (セグメント情報等)

 【セグメント情報】

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額 

（注１）

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注２）

ソリューション
ビジネス 

セグメント

サービス 
ビジネス 

セグメント
計

売上高

  外部顧客への売上高 122,429 4,895 127,324 ─ 127,324

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高

525 20,368 20,893 △20,893 ─

計 122,954 25,263 148,218 △20,893 127,324

セグメント利益 7,444 5,645 13,090 △7,259 5,830

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額 

（注１）

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注２）

ソリューション
ビジネス 

セグメント

サービス 
ビジネス 

セグメント
計

売上高

  外部顧客への売上高 122,429 4,895 127,324 ─ 127,324

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高

503 38,717 39,220 △39,220 ─

計 122,932 43,612 166,545 △39,220 127,324

セグメント利益 7,444 5,645 13,090 △7,259 5,830



  
Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  （訂正前） 

 
(注) １．セグメント利益の調整額△7,205百万円には、主に全社費用△7,906百万円、セグメント間取引消去730百万

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  （訂正後） 

 
(注) １．セグメント利益の調整額△7,205百万円には、主に全社費用△7,906百万円、セグメント間取引消去730百万

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額 

（注１）

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注２）

ソリューション
ビジネス 

セグメント

サービス 
ビジネス 

セグメント
計

売上高

  外部顧客への売上高 125,183 5,243 130,426 ─ 130,426

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高

476 21,369 21,846 △21,846 ─

計 125,660 26,612 152,272 △21,846 130,426

セグメント利益 9,639 6,352 15,991 △7,205 8,786

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額 

（注１）

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注２）

ソリューション
ビジネス 

セグメント

サービス 
ビジネス 

セグメント
計

売上高

  外部顧客への売上高 125,183 5,243 130,426 ─ 130,426

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高

475 39,007 39,483 △39,483 ─

計 125,659 44,250 169,909 △39,483 130,426

セグメント利益 9,639 6,352 15,991 △7,205 8,786
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当社代表取締役社長菊地哲及び取締役兼専務執行役員池田修二は、当社の第33期第２四半期(自平成23

年７月１日至平成23年９月30日)の四半期報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適

正に記載されていることを確認いたしました。 

  

該当事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


